
中
小
機
構

中
小
機
構

・中小企業

・組合

・創業者

・ＮＰＯ

・任意団体

・支援機関 等

・中小企業

・組合

・創業者

・ＮＰＯ

・任意団体

・支援機関 等

地域資源を活用

した新事業等

無利子貸付無利子貸付
滋賀県

３４億円

＜内訳＞

中小機構

３２億円

滋賀県

２億円

滋賀県

３４億円

＜内訳＞

中小機構

３２億円

滋賀県

２億円

ファンド

総額４０億
＜内訳＞

中小機構 ３２億円

滋賀県 ２億円

金融機関等 ６億円

ファンド

総額４０億
＜内訳＞

中小機構 ３２億円

滋賀県 ２億円

金融機関等 ６億円

金融機関等金融機関等

（委員）

・滋賀県

・中小企業基盤整備機構

・運営管理者（財団法人）

・金融機関

・専門家 等

審査
【運営管理者】

財団法人

【運営管理者】

財団法人

無利子貸付無利子貸付

期間：１０年
（10年後一括償還） 運用益で助成運用益で助成

【審査会】

３２億円 ３４億円

①助成率：2/3、10/10

②１件当たり助成額

50万円～300万円

③助成期間：最大３年

（運用益）

年利1.5%で

6000万円/年を想定

しが新事業応援ファンド支援事業 【予算額 3,400,000千円】

６億円

無利子貸付

（例）
・伝統産業の技術をもとにした、消費者ニーズに応えるデザイン性の高い新
商品展開に向けた取り組み
・自然・歴史資源を活かした体験型観光プログラム開発により、環境保全と地
域活性化をめざす取り組み
・農林水産品を活用し、地域で共同して安心・安全な食品を提供しようとする
取り組み
・上記のような新事業創出を支援する取り組み

（例）
・伝統産業の技術をもとにした、消費者ニーズに応えるデザイン性の高い新
商品展開に向けた取り組み
・自然・歴史資源を活かした体験型観光プログラム開発により、環境保全と地
域活性化をめざす取り組み
・農林水産品を活用し、地域で共同して安心・安全な食品を提供しようとする
取り組み
・上記のような新事業創出を支援する取り組み

【事業概要】

（独）中小企業基盤整備機構の資金を活用したファンドの運用益によって、地域資源を活用
して新事業に取り組む中小企業等への継続的な支援を行い、地域経済の活性化を図る。

総額：40億円 運用期間：10年 運営管理者：県が拠出する財団法人

【事業概要】

（独）中小企業基盤整備機構の資金を活用したファンドの運用益によって、地域資源を活用
して新事業に取り組む中小企業等への継続的な支援を行い、地域経済の活性化を図る。

総額：40億円 運用期間：10年 運営管理者：県が拠出する財団法人
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にぎわいのまちづくり総合支援事業について 

 

１．背景・目的 

中心市街地や地域の商店街は、地域の独特の文化や伝統を育んできた地域コミュニティの核であり、住民の

暮らしと地域の振興に大きな役割を果たしてきたが、消費者ニーズの変化や郊外への大型店の進出等により、

商店街を取り巻く環境は非常に厳しい状況にある。 

こうした状況を打開するため、平成１９年度において中心市街地活性化懇話会を設置して今後の方策につい

て議論いただいたが、まちのにぎわいを回復させるためには、商業者自らの努力とともに、地元で地域を愛する

人（土の人）と外から来て新しい風を吹かせる人（風の人）がお互いに刺激し合い、連携することが大切であると

いう意見が出されている。 

にぎわいのまちづくり総合支援事業は、この懇話会での議論を踏まえて、これまでの施策を再編成するととも

に、まちづくりへの多様な主体の参画や異業種との連携を促進する事業を補助メニューに加え、平成２０年度に

創設するものであり、子育て、高齢化、環境問題、防犯・防災などの地域課題に対して、商店街という場所や機

能を活用して取り組み、商店街のにぎわいを回復しようとする事業を支援し、持続可能でにぎわいと魅力あふれ

るまちづくりを推進することを目的としている。 
 

２．施策の考え方 

～持続可能でにぎわいと魅力あふれるまちづくりの推進に向けて～

■郊外への大型店出店にブレーキ、中心市街地の活性化に
アクセル
○改正中心市街地活性化法→市町村計画の内閣総理大臣認定、
中心市街地活性化協議会の組織化
○改正都市計画法→ゾーニング強化、広域調整
○大店立地法（改正なし）

まちづくり三法の見直し 本県における商業の現状と課題

［現　状］
・小売商業の販売額の減少
・商店数の減少
・売り場面積の増加

［課　題］
・大規模商業施設の進出
・商店街の魅力の低下
・商店街、中心市街地の空洞化

　本格的な高齢化社会、人口減少社会を迎えるなか、中心市街地活性化や商業振興のあり
方について、「懇話会」を設置し、まちづくりの観点から今後の方策について検討

　中心市街地活性化懇話会での議論

従来の支援の考え方

新たな支援の考え方

大型店と比較劣位にある
商店街への支援

少子高齢社会に対応する持続可能な地域経済の担い手

「挑戦する商店街」を優先的に支援

■来店者数の増など成果目標の設定を義務づけ

■（新）他産業と連携して、少子化、高齢化など地域社会が抱える課題解決に資
する事業に補助
例：福祉事業者との連携による福祉ビジネス、農業者との連携による産地直売

補助対象事業はメニュー
方式で限定的

　異業種連携により、創出力を引き出す

　(新)地域課題を解決するための事業を支援

実施主体を商店街等に
限定

　産学等連携により、活力を再生する

　(新)多様な主体の参画による街づくりを支援

■（新）商店街等と連携して実施する地域活動団体・大学等に補助
例：ＮＰＯとの連携による子育て支援、大学との連携によるチャレンジショップ

　　　　中心市街地活性化の必要性

●多様な人材・主体の
　参画
　　外からの新たな人材・主
　　体との連携・協働

●個性（地域らしさ）創出
　　地域資源を継承・活用し、
　　「まちの顔」として地域固有
　　の魅力を創出・発信

中
心
市
街
地
の
に
ぎ
わ
い
再
生
・

高
齢
者
に
や
さ
し
く

歩
い
て
暮
ら
せ
る
街
づ
く
り

●環境問題への対応
　　環境に配慮した取組、周
　　辺農村地域との共生

●生活利便性向上・ｺﾐｭ
　ﾆﾃｲ再生
　　地域が抱える課題を解
　　決

●既成市街地・ｽﾄｯｸの有
効活用
　　町並み・町屋を含めた
　　建物等の有効活用

★前提　地域の自助努力の促進
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【１２，８８６千円】平成２０年度 多文化共生推進事業

１．背 景

平成１９年１２月末現在における県内の外国人登録者数は、３１，５７５人で対前年比

１，１６９人の増加となった。ブラジルをはじめとする南米国籍者など、ニューカマーと呼

ばれる外国人が年々増加してきており、それに伴い、課題も多岐にわたってきている。

県は、市町、ＮＰＯや経済関係団体

等が一体となって取り組みを進めるた

めに、「しが多文化共生推進会議」の

開催を通じて、喫緊の課題の把握と

関係機関の取組について検討を行な

い、特に、課題の把握と平行して、人

材育成及び地域社会の意識啓発を重

点的に行う。

２．事 業

１．しが多文化共生推進会議の開催

多文化共生を推進するために必要な喫緊の課題の把握と県、市町、ＮＰＯや経済団

体などの各主体の取組についての検討を行う。（ １９～）H

新 ２．多文化共生推進セミナーの開催

多文化共生に関する先進事例の紹介等をとおして地域における外国人との共生を

考える機会の提供を行う。

新 ３．災害時ボランティア養成講座

災害時の外国籍住民への支援は、言語や習慣等の違いにより特別の配慮が必要と

なる。また、多人数の支援者が必要なため、災害ボランティアの養成講座を実施する。

４．しが多文化共生推進センター設置支援

外国籍住民が集住している地域において、市町の設置する多文化共生地域支援セ

ンターの運営に対して支援を行う。（Ｈ１９～Ｈ２１）

５．【多文化共生推進事業補助金－（財）滋賀県国際協会】

（１）多文化共生社会づくり推進事業
新 ①子ども多文化共生広場開催事業

②外国籍住民サポーター養成講座

③日本語教室支援事業

④日本語学習意欲向上事業費

新 ⑤外国人児童生徒就学・学習支援事業

（２）外国人相談窓口設置事業
（財）滋賀県国際協会内相談員 ２名を配置（ポルトガル語、スペイン語）

（３）外国籍住民向け生活情報誌発行事業
生活情報誌「みみタロウ」発行。年６回

６カ国７言語（日・英・ポ・ス・ハングル・中・台）

外国人登録者数（H19.12末）

ブラジル
46%

フィリピン
6%

ペルー
6%

その他
8%

韓国・朝鮮
19%

中国
15%
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ワーク・ライフ・バランス企業登録推進施策

“仕事と生活の調和(ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ)憲章”、“仕事と生活の調和のための行動指針”〔ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ推進官民トップ会議（H19.12.18決定）〕

　　　　一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、
　　　　子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会づくり
　　　　　　　　■基本構想　　戦略 １　｢人の力を活かす｣　施策の方向 １　「社会で子育てを支える」
　　　　　　　　■関連計画  　男女共同参画改定計画〔19年度末策定予定〕、　次世代育成支援行動計画「子どもの世紀　しがﾌﾟﾗﾝ」

滋賀県が行う企業の取組支援

　
 
　 企　　業
   《数値目標》

ワーク・ライフ・バランス
推進企業登録企業数
  H19             H22
 　0社　　→　  200社

 

　　ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ企業取組促進事業
　　　　　　　　　　 2,570千円

　・ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ推進会議の設置
   　　　　　  ・ 滋賀県商工会議所連合会
　　　　　・滋賀県商工会連合会
　　　　　・滋賀県中小企業団体中央会

　・ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ推進ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの設置
　　　　  ・滋賀県社会保険労務士会

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ企業応援事業
　　　　　　　　3,050千円

 

社会的気運の醸成

 ・ 一般事業主行動計画普及啓発ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
　　の設置(次世代育成対策推進センターに配置)

  　【厚生労働大臣指定(社)滋賀経済産業協会】

会員等への働きかけ

行動計画策定支援

企業訪問

国等による企業の取組支援

申込・登録・ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ推進企業登録事業

滋賀労働局

 ・育児・介護休業制度の定着
 ・次世代育成支援対策の推進
  　一般事業主行動計画の届出、認定

 ・均等・両立推進企業表彰

指導・相談

公募

　　　　21世紀職業財団
 ■事業主対象　 各種助成金支給、情報提供
 ■再就職希望者対象 講座、情報提供

労政能力開発課
内線３７５１
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